
 

国会議員の政治倫理の更なる向上及び政治資金規正法の制

裁強化を求める意見書 

 

 

 現在、国会では、現職の内閣総理大臣及び与党幹事長という要職にある国会議員による

脱税や偽装献金、違法献金等と誤解されかねない虚偽記載があった問題で、政治資金規正

法違反により、関係者が逮捕・起訴され、さらには、国務大臣や与党国会議員の事務所費

問題、労働組合から違法な政治資金を提供していたとされる問題など異例の事態が相次い

で生じている。 

 こうした事態について、関係する国会議員から主権者である国民に対して明確な説明が

なされていないことから、国民世論に政治不信を呼び起こし、不安と疑念が生じている。 

 今回の事件は決して秘書らの責任やミスで終結させることができるものではなく、本来

政治資金の会計責任者を選任し、監督する義務は国会議員が負うべきものであり、秘書等

の不祥事の責任は当然にその国会議員の責任となることは明白である。 

 たとえ、法的責任は免れたとしても、政治的・道義的責任は問われなければならず、国

会の責務として解明をすべき国会議員自らの政治倫理が問われる問題である。 

 現在の政治資金規正法第２５条第２項には、政治団体の代表者が「会計責任者の選任及

び監督について相当の注意を怠ったときは、５０万円以下の罰金に処する」と規定されて

いるが、不正を犯した会計責任者を選任する段階で「相当の注意を怠った」と立証するこ

とは、実際には困難であり、実効性に欠けていると言わざるを得ない。 

 したがって、会計責任者の「選任及び監督」を「選任又は監督」とし、政治団体の代表

者が会計責任者の監督についてだけでも「相当の注意」を怠れば連座制を問えるよう同法

を改めるべきである。 

 よって、国におかれては、国会への信頼回復を図るため、今回の事件の疑惑解明に向け

た取組を行うことにより、国民への説明責任を果たすとともに、国会議員の政治倫理の更

なる向上に努め、政治資金規正法の制裁強化をされるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する｡ 
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